
２
０
２
２
年
６
月
１
日
、「
消
費

者
契
約
法
及
び
消
費
者
の
財
産

的
被
害
の
集
団
的
な
回
復
の
た
め
の
民

事
の
裁
判
手
続
の
特
例
に
関
す
る
法
律

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
公
布
さ

れ
ま
し
た
。

同
法
は
、
消
費
者
契
約
法
と
消
費
者

裁
判
手
続
特
例
法
と
い
う
２
つ
の
法
律

の
改
正
を
含
ん
で
い
ま
す
。

消
費
者
契
約
法
の
改
正
は
こ
と
し
６

月
１
日
か
ら
、
消
費
者
裁
判
手
続
特
例

法
の
改
正
は
こ
と
し
10
月
１
日
か
ら
施

行
さ
れ
ま
す
。

民
事
ル
ー
ル
で
あ
る
消
費
者
契
約
法

と
裁
判
ル
ー
ル
で
あ
る
消
費
者
裁
判
手

続
特
例
法
の
両
方
が
改
正
さ
れ
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
消
費
者
保
護
が
よ
り
強
化

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

Ｂ
to
Ｃ
ビ
ジ
ネ
ス
を
営
み
、
消
費
者

に
対
し
て
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
事
業
者
で
あ
れ
ば
、
改
正
へ
の
対
応

が
必
須
で
す
。

消
費
者
裁
判
手
続

特
例
法
の

概
要
と
ポ
イ
ン
ト

制
度
の
概
要

消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
は
、
消
費

者
の
事
業
者
に
対
す
る
請
求
権
の
裁
判

手
続
に
つ
い
て
、
通
常
の
訴
訟
と
は
異

な
る
特
則
ル
ー
ル
を
定
め
る
も
の
と
し

て
２
０
１
６
年
10
月
１
日
に
施
行
さ
れ

ま
し
た
。

消
費
者
裁
判
手
続
と
は
、
特
定
適
格

消
費
者
団
体
と
呼
ば
れ
る
内
閣
総
理
大

臣
の
認
定
を
受
け
た
団
体
が
、
消
費
者

に
代
わ
っ
て
被
害
の
集
団
的
な
回
復
を

求
め
る
こ
と
が
で
き
る
２
段
階
型
の
訴

訟
手
続
で
す
。

消
費
者
被
害
は
、
同
種
の
案
件
が
相

当
多
数
に
発
生
す
る
と
い
う
特
徴
を
有

す
る
こ
と
に
着
目
し
、
１
段
階
目
の
手

続
で
は
事
業
者
が
相
当
多
数
の
消
費
者

に
対
し
て
責
任
（
共
通
義
務
）
を
負
う

か
否
か
の
み
を
判
断
し
、
そ
の
責
任
が

認
め
ら
れ
た
場
合
に
限
っ
て
、
２
段
階

目
の
手
続
で
個
々
の
消
費
者
が
裁
判
手

続
に
参
加
す
る
と
と
も
に
、
事
業
者
が

個
々
の
消
費
者
に
い
く
ら
支
払
う
か
を

判
断
す
る
と
い
う
２
段
階
型
の
訴
訟
手

続
（
以
下
「
集
合
訴
訟
制
度
」
と
い
い

ま
す
）
を
新
た
に
設
け
た
の
が
消
費
者

裁
判
手
続
特
例
法
で
す
。

２
段
階
の
訴
訟
手
続
の
流
れ
は
、
次

㌻
図
表
１
の
と
お
り
で
す
。

集
合
訴
訟
制
度
の
ポ
イ
ン
ト

集
合
訴
訟
制
度
に
は
、
①
特
定
適
格

消
費
者
団
体
に
よ
る
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
、

②
対
象
と
な
る
消
費
者
が
手
続
に
参
加
す

る
た
め
の
情
報
提
供
制
度
、
③
濫
訴
防

消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
の

改
正
ポ
イ
ン
ト
と
実
務
対
応

三
浦
法
律
事
務
所

弁
護
士  

松
田
知
丈

弁
護
士  

大
滝
晴
香

こ
と
し
10
月
、
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
の
改
正
法
が
施
行
さ
れ
ま
す
。

改
正
法
の
あ
ら
ま
し
と
Ｂ
to
Ｃ
ビ
ジ
ネ
ス
を
手
掛
け
る
企
業
に
と
っ
て

の
注
意
点
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。
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止
の
た
め
の
工
夫
、
と
い
う
３
つ
の
ポ

イ
ン
ト
が
あ
り
ま
す
。

ま
ず
、
消
費
者
が
い
わ
ゆ
る
消
費
者

被
害
を
被
っ
た
際
に
、
個
人
で
被
害
の

回
復
を
行
な
お
う
と
し
て
も
、
事
業
者

と
の
間
の
情
報
の
質
・
量
お
よ
び
交
渉

力
の
格
差
か
ら
、
勝
つ
見
込
み
が
立
た

な
い
段
階
で
弁
護
士
費
用
な
ど
の
訴
訟

費
用
や
時
間
を
投
じ
る
こ
と
は
難
し

く
、
そ
の
被
害
の
回
復
は
困
難
と
い
え

ま
す
。　

そ
こ
で
、
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法

で
は
、
訴
訟
手
続
を
２
段
階
に
分
け
、

１
段
階
目
の
手
続
で
は
特
定
適
格
消
費

者
団
体
が
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
を
と
っ
て
訴

訟
を
提
起
で
き
る
よ
う
に
し
、
こ
れ
に

勝
訴
し
た
場
合
、
す
な
わ
ち
、
被
害
回

復
の
見
通
し
が
あ
る
程
度
立
っ
て
か
ら
、

個
々
の
消
費
者
を
手
続
に
参
加
さ
せ
る

こ
と
で
、
消
費
者
の
訴
訟
に
伴
う
負
担

を
軽
減
し
て
い
ま
す
（
ポ
イ
ン
ト
①
）。

ま
た
、
同
種
の
事
案
に
お
け
る
被
害

を
広
く
救
済
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
、
１
段
階
目
の
手
続
で
勝
訴
し
た
場

合
に
は
、
２
段
階
目
の
手
続
の
冒
頭
で
、

団
体
や
事
業
者
に
よ
る
通
知
や
公
表
な

ど
を
通
じ
て
、
対
象
と
な
る
消
費
者
に

向
け
て
、
被
害
回
復
裁
判
手
続
の
概
要

や
１
段
階
目
の
手
続
に
お
け
る
勝
訴
の

事
実
な
ど
を
知
ら
せ
る
こ
と
を
可
能
と

し
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
、
個
々
の
消
費
者
は
事

業
者
に
対
し
て
有
す
る
債
権
を
２
段
階

目
の
手
続
に
お
い
て
届
け
出
る
こ
と
が

可
能
と
な
り
、
被
害
回
復
の
機
会
が
図

ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
消
費
者
裁
判
手
続
特

例
法
で
は
、
消
費
者
の
た
め
に
訴
訟
を

提
起
し
た
団
体
だ
け
で
な
く
、
１
段
階

目
の
手
続
で
敗
訴
等
し
た
事
業
者
に
対

し
て
も
、
対
象
と
な
る
消
費
者
を
集
め

る
た
め
の
情
報
提
供
な
ど
を
義
務
と
し

て
課
し
て
い
る
点
に
特
徴
を
有
し
て
い

ま
す
（
ポ
イ
ン
ト
②
）。

図表１　集合訴訟制度における２段階審理

１
段
階
目
の
手
続

２
段
階
目
の
手
続

【特定適格消費者団体】
不特定かつ多数の消費者の利益を擁護するための差止請求権を行使する
のに必要な適格性を有する消費者団体として内閣総理大臣の認定を
受けた「適格消費者団体」（全国に23団体存在）のうち、新たな認定要件
を満たす団体として内閣総理大臣の認定を受けた団体をいう。現在特定
適格消費者団体は4団体ある（いずれも2023年2月末現在）。

【本制度に基づいて請求できる請求権】
契約上の債務の履行の請求、不当利得に係る請求、契約上の債務の不履行に
よる損害賠償の請求、不法行為に基づく民法の規定による損害賠償の請求。

【現行法では請求できない損害項目】 
拡大損害、逸失利益、人身損害、慰謝料。

集合訴訟の提起

訴訟における審理

棄却判決など・共通義務を
認めない和解

認容判決・共通義務を
認める和解

簡易確定手続開始の申立て

簡易確定手続開始決定
官報公告

通知・公告

情報開示・公表

債権届出（消費者から授権）

認　否

認否を争う旨の申出

簡易確定決定

異議の申立て

訴訟における審理

判決など

異
議
後
の
訴
訟

簡
易
確
定
手
続

終了

団 体

団 体

裁判所

団 体

事業者

団 体

事業者

団 体

裁判所

団体・事業者・消費者

64企業実務　2023．　5



他
方
、
制
度
創
設
時
に
は
「
日
本
版

ク
ラ
ス
ア
ク
シ
ョ
ン
」
と
も
呼
ば
れ
て

い
た
消
費
者
裁
判
手
続
に
つ
い
て
、
事

業
者
側
の
懸
念
も
踏
ま
え
て
、
濫
訴

（
む
や
み
に
訴
訟
を
起
こ
す
こ
と
）
防

止
の
た
め
の
仕
組
み
も
設
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

具
体
的
に
は
、
本
制
度
は
、
濫
訴
防

止
の
観
点
か
ら
、
特
定
適
格
消
費
者
団

体
（
適
格
消
費
者
団
体
の
う
ち
内
閣
総

理
大
臣
か
ら
特
定
認
定
を
受
け
た
団
体
）

し
か
提
訴
で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
そ
れ
に
加
え
て
、
本
制
度
に

基
づ
い
て
請
求
で
き
る
請
求
権
の
限
定

や
請
求
で
き
な
い
損
害
項
目
が
法
律
上

規
定
さ
れ
て
い
ま
す
（
ポ
イ
ン
ト
③
）。

制
度
創
設
か
ら

こ
れ
ま
で
の
実
例

裁
判
手
続
の
実
例

消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
の
施
行
以

降
、
本
制
度
を
利
用
し
た
訴
訟
は
わ
ず

か
４
件
の
み
で
し
た
（
図
表
２
）。

訴
訟
外
で
の
実
例

訴
訟
外
で
も
、
特
定
適
格
消
費
者
団

体
か
ら
事
業
者
に
対
し
て
、
消
費
者
に

対
す
る
返
金
の
申
入
れ
を
行
な
う
活
動

が
な
さ
れ
て
お
り
、
実
際
に
そ
の
よ
う

な
申
入
れ
を
受
け
た
事
業
者
が
返
金
措

置
を
任
意
で
講
じ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ

り
ま
す
（
次
㌻
図
表
３
）。

２
０
２
２
年
改
正
法
の

ポ
イ
ン
ト

２
０
２
２
年
改
正
法
で
は
、
集
合
訴

訟
制
度
を
よ
り
使
い
や
す
く
す
る
た
め

の
観
点
か
ら
い
く
つ
か
改
正
が
行
な
わ

れ
ま
し
た
。
本
稿
で
は
、
そ
の
う
ち
主

要
な
３
点
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

対
象
範
囲
の
拡
大（
３
条
）

先
述
の
と
お
り
、
現
行
法
の
下
で
は
、

濫
訴
防
止
の
観
点
か
ら
、
１
段
階
目
の

訴
訟
手
続
の
対
象
と
な
る
損
害
項
目
に

つ
い
て
、
一
定
の
制
約
が
設
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

こ
れ
は
、
事
業
者
の
予
測
可
能
性
に

図表2　集合訴訟制度を利用した裁判例

大学入試における得点調整① 〈提訴日〉 2018年12月17日

〈被 告〉 学校法人東京医科大学
〈概 要〉 大学入試において、出願者への事前の説明なく、出願者の属性（女性、浪人

生など）を不利に扱う得点調整が行なわれたとして、不法行為責任または
債務不履行責任に基づき、入学検定料相当額等の支払いを求めるもの。

〈結 論〉 １段階目の手続……勝訴判決が確定。
２段階目の手続……和解が成立し、以下の内容で対象消費者への 
   分配金の分配が完了。
● 対象消費者：559人 ● 確定した債権：約6,757万円
● 回収額：約6,836万円

情報商材の販売   〈提訴日〉 2019年4月26日

〈被 告〉 株式会社ONE MASSAGE／泉忠司
〈概 要〉 実際には得られない利益を誰でも確実に得られるなどと虚偽・誇大な説

明・勧誘をして情報商材を販売したとして、不法行為責任に基づき、購入
代金相当額の支払いを求めるもの。

〈結 論〉 １段階目の手続について、第一審および控訴審共に訴訟要件を欠く注）とし
て請求却下。2021年12月18日に最高裁に上告・上告受理申立て（現在
審理進行中）。

大学入試における得点調整② 〈提訴日〉 2019年10月18日

〈被 告〉 学校法人順天堂大学
〈概 要〉 ①に同じ。 
〈結 論〉 １段階目の手続……勝訴判決が確定。 

 ２段階目の手続……進行中。

給与ファクタリング  〈提訴日〉 2020年6月8日

〈被 告〉 株式会社ZERUTA
〈概 要〉 給与ファクタリングと称して、実質的に利息制限法・出資法に違反する利息

を収受して無登録により貸金業を営み、消費者から金銭を受領した行為
が違法であるとして、不法行為責任に基づき、支払済み金銭相当額の支
払いを求めるもの。

〈結 論〉 １段階目の手続……勝訴判決が確定。 
 ２段階目の手続……以下の内容で対象消費者への分配金の分配が
   完了。 
● 対象消費者：23名　● 確定した債権：約2,046万円　
● 回収額：約194万円

注） 情報商材を購入した動機や騙されたことについての過失の程度は個々の被害者によって異なり、支配性の要件（２段
階目の手続において対象債権の存否および内容を適切かつ迅速に判断できること）を満たさないと判断された。

65 企業実務　2023．　5



配
慮
し
た
ル
ー
ル
で
あ
り
、
個
々
の
消

費
者
に
よ
っ
て
損
害
の
発
生
の
有
無
や

具
体
的
な
損
害
額
が
異
な
る
た
め
、
損

害
賠
償
範
囲
の
予
測
可
能
性
が
低
い
損

害
項
目
に
つ
い
て
は
、
対
象
か
ら
除
外

す
る
趣
旨
で
し
た
。

２
０
２
２
年
改
正
法
で
は
、
対
象
と

な
ら
な
い
損
害
の
範
囲
か
ら
、
一
定
の

場
合
に
お
け
る
「
慰
謝
料
」
が
除
外
さ

れ
（
図
表
４
）、
そ
の
場
合
に
は
「
慰
謝

料
」
も
制
度
の
対
象
と
な
り
、
集
合
訴

訟
制
度
で
請
求
す
る
こ
と
が
可
能
と
な

り
ま
す
（
改
正
手
続
法
３
条
２
項
）。

す
な
わ
ち
、
こ
れ
は
、
一
定
の
場
合

に
は
個
々
の
消
費
者
に
共
通
し
て
慰
謝

料
が
発
生
す
る
こ
と
は
、
事
業
者
も
予

測
可
能
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
改
正

で
す
。
損
害
の
対
象
と
な
る
範
囲
に
慰

謝
料
が
含
ま
れ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
訴

訟
に
よ
っ
て
回
復
可
能
な
損
害
の
範
囲

が
広
が
る
た
め
、
特
定
適
格
消
費
者
団

体
が
訴
訟
を
提
起
す
る
か
否
か
の
判
断

に
お
い
て
訴
え
る
方
向
に
働
く
事
情
と

な
る
な
ど
の
影
響
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
悪
徳
商
法
に
関
与
し
た
事
業

監
督
者
や
被
用
者
に
対
す
る
請
求
を
確

保
す
る
た
め
に
、
制
度
の
対
象
と
な
る

被
告
に
、
事
業
者
以
外
の
個
人
と
し
て
、

事
業
者
、
事
業
監
督
者
お
よ
び
被
用
者

も
追
加
さ
れ
ま
し
た
（
改
正
手
続
法
３

条
１
項
５
号
イ
〜
ハ
）。

和
解
の
柔
軟
化（
11
条
）

従
来
は
、
１
段
階
目
の
訴
訟
手
続
に

お
い
て
は
、
事
業
者
の
共
通
義
務
の
存

否
に
つ
い
て
の
み
し
か
和
解
が
で
き
ま

せ
ん
で
し
た
。

そ
の
た
め
、
通
常
の
民
事
訴
訟
に
お

け
る
和
解
（
た
と
え
ば
、
責
任
原
因
を

明
確
に
し
な
い
が
解
決
金
を
支
払
う
和

解
な
ど
）
と
比
べ
て
、
解
決
の
た
め
の

工
夫
の
余
地
が
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
が

指
摘
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
２
０
２
２
年
改
正
法
で
は
、

１
段
階
目
に
お
い
て
も
、

▼
解
決
金
を
支
払
う
和
解

▼
金
銭
を
支
払
う
和
解
以
外
の
和
解

▼
総
額
和
解

▼
消
費
者
へ
の
支
払
い
ま
で
完
結
す
る

和
解

な
ど
の
様
々
な
和
解
を
可
能
と
し
ま
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
早
期
解
決
が
期
待

で
き
る
場
面
の
拡
大
が
見
込
ま
れ
ま

す
。
こ
れ
も
、
特
定
適
格
消
費
者
団
体

が
訴
訟
を
提
起
す
る
か
否
か
の
判
断
に

お
い
て
、
訴
え
る
方
向
に
働
く
事
情
と

な
り
得
る
も
の
と
予
想
さ
れ
ま
す
。

消
費
者
に
対
す
る

情
報
提
供
方
法
の
充
実

（
９
条
・
27
条
・
28
条
）

消
費
者
裁
判
手
続
で
は
、
１
段
階
目

は
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
訴
訟
遂
行

し
、
２
段
階
目
か
ら
個
々
の
消
費
者
が

手
続
に
参
加
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、

図表3 特定適格消費者団体からの
 申入れにより
 任意での返金が行なわれた例

 「葛の花由来イソフラボン」を配合した
機能性表示食品

〈概 要〉 2017年11月7日、消費者庁が、葛の花由来イソフラ
ボンを機能性関与成分として痩身効果を標ぼうする
機能性表示食品の販売事業者16社に対し措置命令
を行なったことを受けて、特定適格消費者団体よりこ
れらの事業者に対し返金を求める申入れを行なった
もの。

〈結 果〉 返金状況を開示した12社からの報告によると、対象
消費者合計16,566人（2020年3月6日現在）に対し
返金が行なわれた。

大学入試における得点調整

〈概 要〉 昭和大学の大学入試において、出願者への事前の説
明なく、出願者の属性（女性、浪人生など）を不利に
扱う得点調整が行なわれたとして、特定適格消費者
団体より同大学に対し、該当の浪人生と女性に対し、
入学検定料等相当額の損害賠償金を返還すること
を求める申入れを行なったもの。

〈結 果〉 昭和大学より対象者合計5,232人（2020年12月
31日現在）に対し返金を行なった旨の報告がなされた。

建築請負契約

〈概 要〉 大東建託株式会社が消費者との間の建築工事請負
契約書などにおいて、申込撤回のいかなる場合も申
込金の返還請求をすることができない旨定めていた
ことなどについて消費者契約法に違反するとして、特
定適格消費者団体より同社に対し、申込金を支払っ
たが契約に至らなかった者に対し返金するよう申入
れを行なったもの。

〈結 果〉 大東建託株式会社より、2016年10月1日以降に申込
した消費者に対しては344件、同日より前に申込した
消費者に対しては134件（いずれも2019年9月30
日現在）の返金を行なった旨の報告がなされた。
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２
段
階
目
の
手
続
の
冒
頭
で
、
個
々
の

消
費
者
に
対
し
て
、
本
手
続
に
参
加
す

る
た
め
の
情
報
提
供
を
行
な
う
こ
と
が

制
度
的
に
仕
組
ま
れ
て
い
ま
す
（
旧
手

続
法
25
条
〜
27
条
な
ど
）。

し
か
し
、
従
前
よ
り
、
消
費
者
裁
判

手
続
特
例
法
が
対
象
と
す
る
訴
訟
に
消

費
者
が
参
加
す
る
た
め
に
必
要
な
、
消

費
者
へ
の
情
報
提
供
が
不
十
分
で
あ
る

こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
２
０
２
２
年
改
正
法
で
は
、

次
の
改
正
が
行
な
わ
れ
ま
し
た
。

▼
一
定
の
場
合
に
、
特
定
適
格
消
費
者

団
体
は
、
申
出
に
よ
り
、
消
費
者
の
氏

名
な
ど
の
情
報
開
示
を
事
業
者
に
早

期
に
求
め
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た

（
改
正
手
続
法
９
条
）

▼
特
定
適
格
消
費
者
団
体
か
ら
の
消
費

者
に
対
す
る
通
知
を
簡
潔
に
し
た（
改

正
手
続
法
27
条
２
項
）

▼
特
定
適
格
消
費
者
団
体
の
求
め
が
あ

っ
た
場
合
に
、
事
業
者
に
対
し
て
、
消

費
者
へ
の
個
別
通
知
が
義
務
づ
け
ら

れ
た（
改
正
手
続
法
28
条
）

企
業
側
の
留
意
点

２
０
２
２
年
改
正
法
で
は
、
対
象
と

な
る
損
害
の
範
囲
の
拡
大
や
和
解
が
で

き
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
、
消
費
者
へ

の
情
報
提
供
の
手
法
が
充
実
し
た
こ
と

な
ど
か
ら
、
今
後
、
集
合
訴
訟
制
度
の

利
用
が
促
進
さ
れ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

ま
す
。

集
合
訴
訟
制
度
の
先
例
が
少
な
い
な

か
で
の
対
応
が
求
め
ら
れ
ま
す
が
、
通

常
の
訴
訟
に
比
較
し
て
２
段
階
型
の
重

た
い
手
続
で
あ
り
、
ま
た
敗
訴
し
た
場

合
の
影
響
が
大
き
い
手
続
と
な
る
こ
と

か
ら
、
集
合
訴
訟
制
度
の
対
象
と
な
る

消
費
者
契
約
法
違
反
や
景
品
表
示
法
違

反
の
問
題
の
未
然
防
止
、
ま
た
は
指
摘

を
受
け
た
場
合
の
適
切
な
対
応
に
つ
い

て
、
こ
れ
ま
で
よ
り
も
一
層
の
注
意
が

必
要
と
い
え
ま
す
。

す
な
わ
ち
、
消
費
者
裁
判
手
続
特
例

法
は
そ
も
そ
も
裁
判
と
い
う
権
利
実
現

の
最
終
的
な
場
面
に
適
用
さ
れ
る
ル
ー

ル
を
定
め
た
も
の
で
あ
り
、
今
回
の
改

正
も
事
業
者
の
事
業
活
動
に
直
ち
に
影

響
を
及
ぼ
す
も
の
と
ま
で
は
い
え
ま
せ

ん
。
し
か
し
、
法
令
違
反
や
紛
争
は

日
々
の
事
業
活
動
の
延
長
上
に
存
在
す

る
も
の
で
あ
り
、
い
つ
紛
争
化
す
る
か

は
予
測
で
き
ま
せ
ん
。

事
業
者
に
お
い
て
は
現
時
点
で
も
自

ら
の
事
業
内
容
・
体
制
を
見
直
し
、
法

令
を
遵
守
し
た
適
切
な
商
品
・
サ
ー
ビ

ス
提
供
を
行
な
う
よ
う
常
に
心
掛
け
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

実
体
法
と
の
関
係

最
後
に
、
補
足
と
な
り
ま
す
が
、
２

０
２
２
年
改
正
法
で
は
消
費
者
契
約
法

も
同
時
に
改
正
さ
れ
、
事
業
者
の
免
責

範
囲
が
不
明
確
な
条
項
の
無
効
（
改
正

消
費
者
契
約
法
８
条
３
項
）
な
ど
、
新

た
に
規
定
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。

当
該
改
正
に
よ
り
消
費
者
保
護
が
強

化
さ
れ
、
各
事
業
者
に
お
い
て
は
消
費

者
と
の
間
の
契
約
書
や
利
用
規
約
等
に

お
け
る
規
定
内
容
の
見
直
し
な
ど
の
対

応
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
実
例
で
も
取
り
上
げ
た
と
お

り
、
消
費
者
裁
判
手
続
は
景
品
表
示
法

違
反
事
例
に
対
し
て
も
利
用
さ
れ
る
制

度
で
あ
り
、
実
際
、
消
費
者
庁
よ
り
景

品
表
示
法
違
反
に
よ
り
行
政
処
分
を
受

け
た
事
業
者
に
対
し
、
特
定
適
格
消
費

者
団
体
よ
り
返
金
の
申
入
れ
が
行
な
わ

れ
て
い
ま
す
。

そ
し
て
、
景
品
表
示
法
に
つ
い
て
も
、

ス
テ
ル
ス
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
が
指
定
告

示
と
し
て
新
た
に
規
定
さ
れ
る
な
ど
、

近
年
規
制
強
化
へ
の
取
組
み
が
積
極
的

に
行
な
わ
れ
て
い
ま
す
。

集
合
訴
訟
制
度
は
あ
く
ま
で
裁
判
手

続
で
あ
り
、
そ
こ
で
請
求
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
の
は
こ
う
し
た
実
体
法
（
景
品

表
示
法
な
ど
の
行
政
規
制
の
場
合
は
民

法
な
ど
の
民
事
実
体
法
）
に
基
づ
く
請

求
権
と
な
り
ま
す
。

各
事
業
者
に
お
い
て
は
、
消
費
者
裁

判
手
続
の
影
響
を
正
確
に
評
価
す
る
た

め
に
も
、
こ
れ
ら
の
実
体
法
の
改
正
・

規
制
強
化
の
動
向
に
も
注
意
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

図表4　対象とならない損害の範囲（改正手続法3条2項）

● 拡大損害
● 逸失利益

● 人身損害
● 慰謝料

改正手続法施行後は 1.基礎的事実関係が共通であって、
2-1.財産的損害と併せての請求の場合または2-2.事業者の故意による場合、

集合訴訟制度での慰謝料の請求が可能に

従 来

● 拡大損害
● 逸失利益

● 人身損害

2022年改正手続法施行後

■  まつだ ともたけ  ■ 三浦法律事務所パートナー。第二東京弁護士会所属。消費者庁にて消費者裁判手続特例法、景品表示法改正（課徴金制度）を担当。
■  おおたき はるか  ■ 三浦法律事務所アソシエイト。第一東京弁護士会所属。消費者契約法、景品表示法等の消費者法の執筆、セミナーを多数担当。

67 企業実務　2023．　5


